
（様式１－３） 

新地町復興交付金事業計画 復興交付金事業等個票 

平成３０年６月時点 

※本様式は１－２に記載した事業ごとに記載してください。 

NO. 71 事業名 釣師地区海岸避難誘導階段整備事業 事業番号 ◆D-22-2-2 

交付団体 新地町 事業実施主体（直接/間接） 新地町（直接） 

総交付対象事業費 

0（千円） 

全体事業費 101,554     

128,310（千円） 

事業概要 

事業実施中の D-22-2 都市公園事業（釣師地区防災緑地）に隣接している釣師浜海水浴場と一体利用を図

るため防潮堤に階段を整備する。また、津波発生時の避難路として沿岸部の滞在者の安全を確保する。 

（事業間流用による経費の変更）（平成 29年 10月 11日） 

既配分予算の流用により充当することで、効率的な予算執行を図るため、D-23-2 新地町作田東地区防災集

団移転促進事業（作田東地区）より 5,420 千円（国費：H23予算 4,336 千円）を流用。これにより、交付対

象事業費は 5,420 千円（国費：4,336 千円）に増額。 

（事業間流用による経費の変更）（平成 30年 5月 10 日） 

既配分予算の流用により充当することで、効率的な予算執行を図るため、D-23-3 新地町作田西地区防災集

団移転促進事業（作田西地区）より 96,134 千円（国費：H23予算 76,907 千円）を流用。これにより、流用

後交付対象事業費は 128,310 千円（国費：112,271 千円）から交付対象事業費は 101,554 千円（国費：81,243

千円）に減額。 

当面の事業概要 

＜平成 29年度＞ 

5,184

 測量調査設計 5,420 千円（今回要望額） 

 96,370

＜平成 30年度＞ 122,890 千円（今回要望額）

 階段設置工事 Ｗ＝３３ｍ 

東日本大震災の被害との関係 

 津波による甚大な被害を受けた釣師集落のほぼ全域が災害危険区域の指定（H23.12.27 告示）を受けて 

おり、集団移転事業が進められている。この跡地を活用し防災緑地の整備を進める。 

関連する災害復旧事業の概要 

海岸堤防復旧工事（県事業） 

※効果促進事業等である場合には以下の欄を記載。 

関連する基幹事業 

事業番号 D-22-2 

事業名 都市公園事業（釣師地区防災緑地）※施設費 

交付団体 新地町 

基幹事業との関連性 

D-22-2 都市公園事業（釣師地区防災緑地）は、隣接している釣師地区海岸との一体的な利活用を計画し

ているが、津波発生時における十分な避難路が確保されていない。地元住民、漁業関係者、海水浴客及び

観光客等、滞在者のために必要な避難路を整備し、津波被害の抑止・軽減、防災力の向上及び安全の確保

を図る。



（様式１－３） 

新地町復興交付金事業計画 復興交付金事業等個票 

平成３０年６月時点 

※本様式は１－２に記載した事業ごとに記載してください。 

NO. 28 事業名 新地町作田西地区防災集団移転促進事業 事業番号 Ｄ－２３－３ 

交付団体 新地町 事業実施主体（直接/間接） 新地町（直接） 

総交付対象事業費  

1,535,996（千円） 

全体事業費 1,378,587     

1,466,481（千円） 

事業概要 

津波により全壊した集落（埒浜・作田、釣師、大戸浜、小川の田中地区など）の住民の生活再建を既存

コミュニティに配慮しつつ進めるため、安全な地区に新たな住宅地を造成し、集団移転を図る。 

移転先候補：作田西地区、面積：2.9 ha 

（「第一次 新地町復興計画」の 22ページ「（1）すまい再建事業、①防災集団移転促進事業」を参照） 

（事業間流用による経費の変更）（平成 30年 1月 17 日） 

本工事費の残額発生の理由により本工事費の額が 69,515 千円（国費：60,825 千円）減額したため、D-22-2 

都市公園事業（釣師地区防災緑地）※施設費へ 69,515 千円（国費：H23 予算 60,825 千円）を流用。これに

より、流用後交付対象事業費は 1,535,996 千円（国費：1,343,994 千円）から 1,466,481 千円（国費：1,283,169

千円）に減額。 

（事業間流用による経費の変更）（平成 30年 5月 10 日） 

本工事費の残額発生の理由により本工事費の額が87,894千円（国費：76,907千円）減額したため、◆D-22-2-2

釣師地区海岸避難誘導階段整備事業へ 87,894 千円（国費：H23予算 76,907 千円）を流用。これにより、流

用後交付対象事業費は 1,466,481 千円（国費：1,283,169 千円）から 1,378,587 千円（国費：1,206,262 千

円）に減額。 

当面の事業概要 

＜平成 24年度＞ 

移転先用地取得・宅地整地工事・移転促進区域の買取等。 

＜平成 25年度＞ 

公共施設整備等、住宅建設（ローン）利子補助、移転補助。 

＜平成 26、27 年度＞ 

住宅建設（ローン）利子補助、移転補助。 

東日本大震災の被害との関係 

沿岸部において津波により全壊した集落を災害危険区域に指定（H23.12.27 告示）したため、移転先住宅

地の整備が必要である。また、沿岸部の農地も津波被害により復旧困難な面積が大きいため、既存市街地

周辺の農地の転用による宅地開発は、復興に向けた農業振興の観点から最小限に抑える必要がある。この

ため、概ね標高 10m 以上の丘陵地を主な移転先候補として、集団転移に対応する住宅地の造成を図る。 

関連する災害復旧事業の概要 

沿岸部の集落を経由する主要地方道相馬亘理線や町道、海岸の防潮堤、河川堤防において災害復旧事業が

進められている（移転先候補地における災害復旧事業はなし）。 

※効果促進事業等である場合には以下の欄を記載。 

関連する基幹事業 

事業番号  

事業名  

交付団体 

基幹事業との関連性 


